
5．きょうどう（市民とつくる協働と連携のまちづくり）

1．活力ある地域づくりの推進施策

第二次霧島市総合計画（後期基本計画）施策評価シート

令和5年度

政策
SDGs

施策で目指す姿

●地域住民や関係者が連携し、地域の維持・活性化に努めるとともに、地域への愛着を深めることで、暮らしやすく、魅力ある地域社会づくりを目指し
ます。

●地域や関係機関と連携した取組を推進し、地域住民がいつまでも暮らしていける活力ある中山間地域づくりを目指します。

●関係人口の拡大や移住定住の促進等を通じ、個性豊かで活力のある地域社会の形成を目指します。

基本事業における成果・課題・改善策

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

1．市民活動の支援と協働の推進 240,454千円  (240,454千円)決算額(一般財源)

●コロナ禍により停滞していた地域活動が活発
になりつつあり、地区自治公民館、自治会及び
市民活動団体へ継続的な支援に務めた。
●自治会加入率の向上に向けて、霧島市自治
公民館連絡協議会と連携を図りながら、加入促
進のチラシ配布やのぼり旗設置などにより、加入
率の促進に務めた。
●霧島市道義高揚・豊かな心推進協議会で行っ
ている「花いっぱい事業」、「あいさつ運動」、「地
域のボランティア活動」などの各種事業を市民及
び関係団体の協力をいただきながら実施した。

●地域活動がコロナ禍以前のように活発になっ
てきた一方で、中止にしてきた地域のイベント等
を廃止にする傾向もあるようである。引き続き、地
区自治公民館、自治会及び市民活動団体等の
活動を支援していく必要がある。
●地域活動の活性化に欠かせない、自治会加
入率の向上策を霧島市自治公民館連絡協議会
と共に検討する必要がある。
●ふれあいボランティア等への参加者数が、コロ
ナ禍前と比較して少ない状況が続いている。

●地区自治公民館・自治会が実施する地域活
動及び市民団体が実施する公益的な活動に対
する各種支援事業を継続していく。
●自治会加入率の向上に向け、霧島市自治公
民館連絡協議会と継続的な協議を進めていく。
●地区自治公民館・自治会及び市民団体との
連携・協働体制の強化を図り、引き続き市民参
画によるまちづくりを推進する。
●市民一人ひとりが自覚を持ち、様々な社会活
動への参加を醸成するため、花いっぱい運動、
あいさつ運動などを市民運動として積極的に推
進する。

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

2．中山間地域の活動支援 3,877千円  (3,877千円)決算額(一般財源)

●地域おこし協力隊を中心に、商品開発や地域
の情報発信を通じ、地域の活性化に向けた取組
が行われた。
●マンパワー支援事業では、大学生等の派遣を
行い、持続的な地域活動を支援した。過疎化が
進んでいる中山間地域の地区自治公民館で
は、市職員まちづくりサポーターが地域まちづく
り計画書作成の支援等を行った。
●空き家バンクや空き店舗等ストックバンクによ
り、空き家等の有効活用が図られた。

●溝辺町竹子地区に配置している地域おこし協
力隊について、地域活性化を考慮し、令和７年７
月末までの任期延長とした。隊員の任期終了が
近づいていることから、任期終了後の支援につ
いて検討の必要がある。

●中山間地域の活性化は、本市の均衡ある発
展に欠かせないものであり、地域活動が困難と
なっている地域への支援は今後も維持すべきで
あるものの、マンパワー支援事業で全ての地区
の地域活動を支援することは困難であることか
ら、引き続き、地域特性を生かした自主的な活動
を支援するとともに、市職員によるサポートなどの
取組を推進する。
●溝辺町竹子地区に配置している地域おこし協
力隊の任期終了後の定住に向けたサポートに取
り組む。

令和5年度の事業成果 令和5年度の事業課題（&変化した現状・課題） 令和6年度以降の改善策

3．移住定住の促進 44,983千円  (44,983千円)決算額(一般財源)

●東京や大阪において開催された年６回の移住
交流イベントでは、71組100人に対しての移住相
談や、また、毎月実施した本市主催のオンライン
移住相談会では、16組18人に対しての移住相談
に応じた。   
　移住体験ツアーでは、４組５人に参加していた
だき、また、移住希望者の個別の要望に応じた
オーダーメイド型移住ツアーでは、６組11人へ対
応した。
　このような取組を通じて、多くの移住希望者に
対し、本市の魅力を発信することができた。

●オーダーメイド型移住ツアーについては、年
間を通じ、随時、移住希望者の個別の要望に応
じたものとして形作り、実施した。引き続き、移住
後の本市での生活をイメージしていただける内
容にする必要がある。

●これまで実施してきた移住体験ツアーやオー
ダーメイド型移住ツアーでは、どちらも、移住希
望者と本市へ移住し活躍されている方との交流
を図ってもらっている。
　さらに、移住希望者の移住に対する不安を解
消するとともに、多様なスタイルで生活、活動して
いる移住された方々や移住希望者を支援したい
方々との連携を図るために、移住定住促進の
ネットワーク化に取り組む。



KPI

（重要業績評価指数） 目標値
実績値の検証測定方法

実績値 進捗率

施策の進捗状況

方向性

72．まちづくり活動に参加している
市民の割合

未把握-％ -市民意識調査

62.7％ ↑

73．自治会加入率 ４月と５月を自治会加入推進強化月間と
して取り組んているが、単身世帯の増加
などにより、自治会未加入世帯が増加し
ている。

55.7％ *****4 月1日現在の自治会加入世
帯数／住民基本台帳世帯数（N
-1）

56.5％ →

74．空き家の利活用件数 成約件数18件の内訳は、売買物件は17
件、賃貸物件は１件であり、地区別で
は、国分3件、隼人4件、溝辺２件、横川
１件、牧園3件、霧島4件、福山１件で
あった。

18件 50.00％市空き家バンクを利用して物件
を購入・借用した件数（N-1）

20件 ↑

75．相談窓口を経た移住者数 移住者233人の地区別状況としては、国
分44人、隼人23人、溝辺90人、横川8
人、牧園18人、霧島34人、福山16人で
あった。

233人 159.09％市の移住定住窓口への相談を
経て移住した人数（N-1）

220人 ↑

76．移住プロモーションによる相談
件数

相談件数748件の内訳として、窓口対応
での件数655件（うちオンライン件数６
件）、移住イベントでの件数93件であっ
た。

748件 8.77％市の移住定住窓口への相談件
数とイベント参加時の相談件数
の合計（N-1）

800件 ↑

施策としての改善方針

●単身世帯の増加、高齢化、生活様式の多様化などにより、自治会加入率は減少傾向にある。自治会加入率の向上は地域の維持・活性化に大変重
要であることから、引き続き、霧島市自治公民館連絡協議会と連携を図り、自治会加入率の向上を図るための調査・研究を進める必要がある。
●地域の活性化を図るため、地区自治公民館・自治会及び市民団体等との連携・協働体制の強化を図り、継続的な支援を行いながら、市民参画による
まちづくりを推進する必要がある。
●移住希望者の立場に立ったサポート体制の充実や、移住された方々や移住希望者を支援したい方々との連携を図るために、移住定住促進のネット
ワーク化を図り、情報発信を行う必要がある。

施策幹事課 関係課

市民環境部市民活動推進課 市長公室秘書広報課 / 企画部地域政策課


